
３ 海上交通の改善状況



海上交通をめぐる現状

旅客船事業については 年間約１億人を運んでいるが 近年縮小傾向

海上交通の改善状況

海上交通をめぐる現状

旅客船事業については、年間約１億人を運んでいるが、近年縮小傾向。
中短距離フェリーは、近年輸送量が大幅に減少し、相次ぐ減便、航路撤退。
離島航路は、離島の人口減少等により、輸送人員等が減少。

旅客船事業は、ここ１０年で徐々に縮小する傾向
○輸送人数が約９％減少
○営業収入が約１７％減少
○赤字航路は増加しており 現在約６割の航路が赤字

一般旅客定期航路事業の輸送人員・営業収入の推移

単位：百万人、百万円

年度 Ｈ12 Ｈ21 減少率

輸送人員 91 0 83 1 ▲8 7%○赤字航路は増加しており、現在約６割の航路が赤字

※一般旅客定期航路事業の輸送実績、営業収入を算出

特に中短距離フェリー航路（全国２３社程度）は、

平成２１年以降急激に縮小
本四間の輸送人数・輸送台数 輸送人員（万人）乗用車（万台）

輸送人員 91.0 83.1 ▲8.7%

営業収入 288,132 239,400 ▲16.9%
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平成２１年以降急激に縮小

○近年、本州～四国間の輸送実績は急減

（年間輸送量：対平成２０年度比）
平成２２年度 旅客：約３３％減少、バス・乗用車：約４４％減少

○平成２１年度以降で ６社６航路が休止 撤退
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H18 H19 H20 H21 H22離島航路は、離島の人口減少等により、ここ１０年
で輸送人員・営業収入とも約３割減少

離島航路の輸送人員・営業収入の推移

600

800

1,000

90,000

120,000

150,000

全国の人口

離島の人口

（離島）千人（全国）千人 全国と離島の人口の推移

単位：百万人、百万円

年度 Ｈ12 Ｈ21 減少率
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人口は減少

輸送人員 50.3 37.2 ▲26.1%

営業収入 93,996 68,581 ▲27.0%



離島航路においては 超高速船が就航し 利便性の向上が図られているところ

海上交通の改善状況

離島航路における超高速船の就航状況

離島航路においては,超高速船が就航し、利便性の向上が図られているところ。
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海上交通をめぐる現状

観光圏の玄関口となる旅客船ターミナルの多くは 市街地から遠い ターミナルビルが狭隘

海上交通の改善状況

快適で利便性の高い旅客船ターミナルの整備
観光圏の玄関口となる旅客船タ ミナルの多くは、市街地から遠い、タ ミナルビルが狭隘
等、旅客の利便性・快適性に関する配慮が不十分等の課題を抱えており、快適で利便性の高
いターミナルの整備を促進。

釧路港 博多港

中央ふ頭地区

釧路港

旅客船は市街地から離れた貨物船岸壁に接岸し
ており、市街地までのアクセス、利便性や、来
訪者の快適性等に課題

博多港

釧路湿原

訪者の快適性等に課題

市街地の近くに高質な旅客船ターミナルを整備

← 釧路湿原

旅客船ターミナルビルの改良
ボ デ グデ キ 等（ 成 年度 年度）

全日空ホテル

釧路川

港文館

幣舞橋

ボーディングデッキの設置等（平成21年度～22年度）

観光圏整備法に基づく観光圏への玄関口となる旅客船
が

MOO 、EGG

旅客船タ ミナル

釧路芸術館

港湾観光交流支援基盤施設

ターミナル（概ね年間10万人以上の乗降客数が見込まれ
るもの）を対象として、快適で利便性の高いターミナル
ビルの整備を促進

現在の旅客船接岸箇所 旅客船ターミナル
建設箇所
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新たな情報技術を活用した航行管制・情報提供システムの充実強化により 安全・安心で効

海上交通の改善状況

安全・安心で効率的な海上交通の実現

危険防 情報提供 び聴 義務
〇ふくそう海域での制度改正 〇港内での制度改正

新たな情報技術を活用した航行管制 情報提供システムの充実強化により、安全 安心で効
率的な海上交通を実現。

港則法及び海上交通安全法の一部を改正する法律 平成22年7月１日施行

危険防止のための情報提供及び聴取義務
航法の遵守と危険防止のための勧告及び報告
視界制限時における航路外待機指示 等

効率的な交通整理手法の導入（港内の水路での行き会いの柔軟化）
異常気象等の場合の危険防止のための指示・勧告

新たな情報技術を活用した航行管制・情報提供システムの充実強化新たな情報技術を活用した航行管制 情報提供システムの充実強化

・情報の提供

・ふくそう海域における安全対策 ・港内における安全対策

・現状は、一定のトン数以上の大型船が水路を出航する場合に入航（行き会い）を一律に禁止。

・改正法施行後は、大型船が出航中であっても、当該船舶の長さに応じ、比較的小型の船は、入航
（行き会い）可能。

海上交通センター
・情報の聴取義務海上交通センター

イメージを表示できません。メモリ不足
のためにイメージを開くことができない
か、イメージが破損している可能性があ
ります。コンピュータを再起動して再度
ファイルを開いてください。それでも赤い
x が表示される場合は、イメージを削除
して挿入してください。

イメージを表示できません。メモリ不足
のためにイメージを開くことができない
か、イメージが破損している可能性があ
ります。コンピュータを再起動して再度
ファイルを開いてください。それでも赤い
x が表示される場合は、イメージを削除
して挿入してください。

イメージを表示できません。メモリ不足
のためにイメージを開くことができない
か、イメージが破損している可能性があ
ります。コンピュータを再起動して再度
ファイルを開いてください。それでも赤い
x が表示される場合は、イメージを削除
して挿入してください。

O OO OOOO O

出航中のＧ丸
出航信号時

Ａ丸

Ｂ丸

Ｃ丸・レーダ監視機能等強化

・管制官の業務拡大･高度化
（勧告・航路外待機指示等） 航路外で待機

Ｃ丸

・安全性を個別に判断

・AISで入航可の指示

・新たな港内管制（船舶の長さも基準に追加） 港内管制室

○業務執行体制の強化

･運用管制官育成体制の充実 ･統括運用管制官の増員

ＡＩＳ画面 管制計画

○ 丸
200m

▲ 丸 50m ■ 丸
60m

× 丸
245m

○ 丸
200m

▲ 丸 50m ■ 丸
60m

× 丸
245m

○ 丸
200m

▲ 丸 50m ■ 丸
60m

× 丸
245m

○ 丸
200m

▲ 丸 50m ■ 丸
60m

× 丸
245m

○ 丸
200m

▲ 丸 50m ■ 丸
60m

× 丸
245m

○ 丸
200m

▲ 丸 50m ■ 丸
60m

× 丸
245m

･運用管制官育成体制の充実 ･統括運用管制官の増員

○管制官支援システムの整備

･訓練用運用卓の整備 ･問題事例等記録システムの整備

○レーダー監視機能等の強化

･システムの二重化 ･レーダーエリアの拡大

○港内管制システムの高度化整備
システム構築により、大型船舶と行き会い可能な船舶を識別 32



４ 航空交通の改善状況



国内航空ネットワークの変化
航空交通の改善状況

国内航空ネットワークの変化①

国内航空の需要は 近年減少傾向 特に地方路線の減少幅が大きい状況国内航空の需要は、近年減少傾向。特に地方路線の減少幅が大きい状況。

120,000

旅客数（単位：千人）

96,971

82 211

100,000

合計 82,211

80,000

合計

38,630
34 659

58,341

47,552

40 000

60,000 地方路線

34,659

20,000

40,000

幹線

0

資料）国土交通省調べ

(注)  ①幹線とは、新千歳、羽田、成田、伊丹、関西、福岡及び那覇の各空港を相互に結ぶ路線をいう。

②定期便による実績
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国内航空ネットワークの変化
航空交通の改善状況

国内航空ネットワークの変化②

地方航空路線の路線数も ここ数年は 景気後退等の影響を受けて 減少傾向地方航空路線の路線数も、ここ数年は、景気後退等の影響を受けて、減少傾向。

300

258

275

250

300

合 計

200

217

200

路線数

150

路線数
地方路線

100

幹 線

17 17

0

50
幹 線

0
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空港の現状
空港の現状

航空交通の改善状況

空港は全国で９８カ所となり 配置的側面から整備は概成したものの 航空輸送需要への的空港は全国で９８カ所となり、配置的側面から整備は概成したものの、航空輸送需要への的
確な対応や老朽化施設の更新や耐震対策等の航空機の安全運航に必要な施策の推進が求めら
れているところ。

資料）国土交通省調べ
平成２３年２月１日現在 資料）国土交通省調べ
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首都圏空港（羽田・成田）の発着枠の増加について
首都圏空港（羽田・成田）の発着枠の増加について

航空交通の改善状況

首都圏の都市間競争力を大幅に強化するため、羽田・成田の両空港について、抜本的な容量拡大を図
るる。
羽田空港については、昨年10月の新滑走路供用開始を契機に、今後、発着枠を44.7万回まで段階的に
増加させる予定。
成田空港についても、発着枠の30万回への増加を図る予定。

70

80
74.7

4.0 ※

（万回）

50

60

70

40 7
52.3

59.1 61.0

4.0 ※ 44.74.0 ※

40

50

33.1 35.0

40.7

約５.７万回の半分強に当たる３万回を
国際線に配分することを基本とする。

羽
田

3.0
36.030.3

37.1 39.0

20

30

約８万回

田

30 0 27.0

3.0
3.0

26.0 6.0

20.0 3.0
3.0

26.0

0

10

現在 2010 3 2010 10 2011 4 最終形

22.0
成
田 国際線の増加を主としつつ、

国内線の充実も検討。

30.0  

20.0

27.0
(?)  22.0 22.0

最終形
うち国際線

20.0

うち国際線

20.0

現在
うち国際線

羽田D滑走路供用後

うち国際線

現在 2010.3 2010.10 2011.4 最終形最終形
羽田：最短で平成25年度中
成田：最短で平成26年度中

深夜早朝約３万回
昼間約３万回

平成22年10月まで
現在

（平成23年3月27日以降）

※ 深夜早朝時間帯4万回のうち、1万回は国際チャーター便や国内貨物便を予定。

羽田空港（昼間） 成田空港羽田空港（深夜早朝）

羽田D滑走路供用後
（平成22年10月以降）
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羽田空港の現状航空交通の改善状況

羽田空港は 国内航空交通の中心として全国49空港との間に１日約470往復のネットワークを形成

羽田空港の現状

発着枠の増加について

羽田空港は、国内航空交通の中心として全国49空港との間に１日約470往復のネットワークを形成。
昨年10月に国際線ターミナルの供用を開始し、世界16都市、１日最大52往復のネットワークを形成。

旅客数・発着回数の推移 発着枠の増加について

30

35

40

45

6.0 6.0
30.0 

35.0 

6,000 

7,000 
（万人）

（万回）

発着回数

５ ４５４万人

３５．２万回（注１）

旅客数・発着回数の推移
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33.031.130.3

10 0

15.0 

20.0 

25.0 

2 000

3,000 

4,000 

5,000 

400

600

５，４５４万人

４８２万人

国内旅客数（注２）

276

0

羽田D滑走路供用前
羽田D滑走路共用後
（平成22年10月以降）

現在
（平成23年3月27日）

国内線

国際線

４８路線 ４３４便/日 ４９路線 ４４５便/日 ４９路線 ４７２便/日

０路線 ０便/日 １６路線 ５２便/日（※） １６路線 ５２便/日（※）

0.0 

5.0 

10.0 

0 

1,000 

2,000 

22
注１ 空港管理状況調書（２２年度速報版）より作成
注２ 航空輸送統計年報（２２年度より作成

4Ｈ

400

200 81 80
73 82 88 84 86 86 97 96

15
35

85 130 162

（年度）

195
244

5 6 7 8 9 10 1112 13 14 1516 17 18 19 20 21

国際旅客数（注１）

276

羽田
（伊丹・関西路線を除く）

4,825万人
（58.7%）

中部・名古屋
459万人
（5.6%）

その他
1,161万人
（14.1%）

国内線旅客数・国内線貨物量のシェア

関西

羽田
（伊丹・関西路線を除く）

64.2万トン
（68.2%）伊丹

中部・名古屋
3.0万トン
（3.2%）

その他
8.3万トン
（8.8%）

関西
（羽田・成田路線除く）

5.3万トン
（5.7%）

国際線 路線 便/日 路線 便/日（※） 路線 便/ （ ）

（※）1日の最大便数

注２ 航空輸送統計年報（２２年度より作成

（58.7%）

伊丹
（羽田・成田路線除く）

755万人
（9.2%）

国内旅客
8,219万人

羽田
5,454万人
（66.4%）成田

関西
（羽田・成田路線除く）

231万人
（2.8%）

国内貨物
94.1万トン

羽田
71.8万トン
（76.3%）

（68.2%）

羽田－関西
0 8万トン

成田
0.5万トン
（0.5%）

伊丹
（羽田・成田路線除く）

5.3万トン
（5.7%）

航空輸送統計年報（22年度）より作成

羽田－伊丹
514万人
（6.3%）

羽田－関西
115万人
（1.4%）

（9.2%）
159万人
（1.9%）

羽田－伊丹
6.8万トン
（7.2%）

0.8万トン
（0.8%）
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羽田再拡張事業の整備効果航空交通の改善状況

羽田空港の再拡張事業の実施により、国際線旅客数については、欧米等に新たな路線が開設

羽田空港の対応
羽田空港の再拡張事業の実施により、国際線旅客数については、欧米等に新たな路線が開設
するなど総旅客数が前年同期比で約2.2倍となる286万人に増加。
国際線ネットワークについては、4都市・1日最大18便から16都市・1日最大52便に拡大。
羽田での地方空港から国際線への乗継旅客の割合は、再拡張事業前と比べて約4倍に増加。

35
300 欧米線

その他アジア線

（万人）
286

【2010Sダイヤ】
4都市・１日最大18便

【2010Wダイヤ】
16都市・１日最大52便

○国際線の就航都市数、就航便数の拡大

（方面別：試算）

○国際線旅客数の増加

46

103

43
35

100

150

200

250
そ 他アジア線

中国線

韓国線

128
・上海

・北京・上海・香港・ソウル・台北

・ニューヨーク・

・デトロイト・

・サンフランシスコ

・ロサンゼルス

・ロンドン

・パリ約2.2倍

再拡張事業
整備後

・北京

・ソウル

・香港

81 105

0

50

整備前：H21.11～H22.3 整備後：H22.11～H23.3

・バンコク・シンガポール

・コタキナバル(＊) クアラルンプール(＊)

・ロサンゼルス

・ホノルル

(＊)マレーシア国内の2地点は、合わせて1便カウント

総旅客数に占める
乗継旅客数(路線別)の割合

1 3%14000
16000

（人） 15,400

○内⇔際乗り継ぎの利便性向上

【羽田での地方空港から国際線への乗継旅客数（※１）】

【総旅客数に占める乗り継ぎ旅客の割合（※２）】

中国・韓国線 その他のアジア線 欧米線

内⇔際乗り継ぎ その他

路線別旅客数に占める乗継旅客数割合

( )マレ シア国内の2地点は、合わせて1便カウント

22.9%

1.3% 3.5%
3.2%

92 0%

中国・韓国線

その他アジア線

欧米線

16.9%

4000
6000
8000

10000
12000
14000

約4倍

4,200

中国 韓国線 その他のアジア線 欧米線
1.9%

77.1%92.0%
その他乗継以外

83.1%

0
2000
4000

整備前：H22.8 整備後：H22.11

98.1%

（※１）空港における抽出アンケート調査を用い月間推計値に内・際の乗継比率をかけて簡便に試算したもの。
（※２）ＪＡＬ・ＡＮＡからの聞き取り調査（H22.11.1~H23.1.31）に基づいて航空局でまとめたもの。 38



羽田空港の再拡張事業と国際線地区の更なる拡充
航空交通の改善状況

４本目の滑走路（Ｄ滑走路）及び国際線地区の整備を実施：４本目の滑走路（Ｄ滑走路）及び国際線地区の整備を実施：

■2010年10月21日 Ｄ滑走路・国際線旅客ターミナルビル等 供用開始

■2010年10月31日 32年ぶりに国際定期便が就航（昼間3万回・深夜早朝3万回の計6万回）

国際線旅客ターミナルビル

2008年５月１日 着工2008年５月１日 着工

2010年７月31日 竣工

今後、国際線旅客ターミナ
ル及びエプロンの拡充に着手
し、最速で2013年度中の
44.7万回への増枠を機に、

【参考】新管制塔運用開始

(2010.1.12)

国際線枠を9万回規模（昼間
6万回・深夜早朝3万回）に拡
大。欧米や長距離アジアを含
む高需要・ビジネス路線を展
開 Ｄ滑走路 2007年３月30日 着工
開 Ｄ滑走路

（2,500m）

2007年３月30日 着工

2010年８月30日 竣工

【2010年11月15日撮影】 39



成田国際空港の現状
成田空港の現状

航空交通の改善状況

本来計画の実現には空港用地に残る未買収地(敷地内居住者２戸)の取得が必要だが 取得の本来計画の実現には空港用地に残る未買収地(敷地内居住者２戸)の取得が必要だが、取得の
見通しは立っていない状況。

旅客数 発着回数の推移 国際線シェア（旅客数 発着回数）について

平成22年度実績

【旅 客 数】 2,961万人（速報値）

国際線 2,792万人

1
福岡福岡

1 61 6万回万回 4 8%4 8%

羽田空港羽田空港
1.31.3万回万回
3.9%3.9%

新千歳新千歳 0.60.6万回万回 1.8%1.8%

その他その他 2.42.4万万回回 7.1%7.1%
福岡福岡

210210万人万人 4.2%4.2%

羽田空港羽田空港
276276万人万人
5 5%5 5%

新千歳新千歳 8585万人万人 1.7%1.7%

その他その他 235235万人万人 4.7%4.7%

旅客数・発着回数の推移 国際線シェア（旅客数・発着回数）について

3,500250,000

国際線 2,792万人
国内線 169万人

【発着回数】 19万回（発着能力22万回）
（万人）（回）

成田空港成田空港
17.217.2万回万回
51.2%51.2%

関西空港関西空港
7.47.4万回万回

中部空港中部空港
3.13.1万回万回
9.2%9.2%

1.61.6万回万回 4.8%4.8%

成田空港成田空港
2,8122,812万人万人

56.5%56.5%

関西空港関西空港
945945万人万人
19 0%19 0%

中部空港中部空港
44１４万人１４万人

8.3%8.3%

5.5%5.5%

2,500

3,000

200,000
旅客数

【H15】
ｲﾗｸ戦争
ＳＡＲＳ

H21空港管理状況調書より作成

7.47.4万回万回
22.0%22.0%

航空機発着回数航空機発着回数 33.633.6万回（平成万回（平成2121年度）年度）航空旅客数航空旅客数 4,9774,977万人（平成万人（平成2121年度年度））

19.0%19.0%

1 500

2,000
150,000

Ｃ

Ｆ

Ｂ
Ｇ

Ｄ

【H20】
燃料高騰
ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ

【H13】
9.11ﾃﾛ

平行滑走路 2,500ｍ

未買収地の現状
未買収地 面積

敷地内居住者所有地 16,913㎡

敷地外居住者所有地 7,781㎡

一般共有地 5,277㎡

1,000

1,500

50,000

100,000
Ａ

64

Ｉ 137

64

126

127

128

Ｈ

109

Ｄ

Ｅ

敷地内居住者 (元小川派 1戸)

敷地内居住者 (北原派 1戸)
一坪共有地 3,847㎡

合　　　計 33,818㎡

発着回数 ◎ 敷地内居住者 ２戸

☆ 団結小屋
10棟

建　築　物

0

500

0 H5 H10 H15 H20

Ｊ

Ｋ

H5 H10 H15 H22（年度）
（平成23年8月末現在） Ａ滑走路 4,000ｍH20

☆ 団結小屋
（うち１棟は航空保安施設用地）

40



成田空港における30万回化の合意と容量拡大に向けた取組み航空交通の改善状況

成田空港についても、昨年3月28日に年間発着枠は20万回から22万回に増加。

成田空港の対応
成 、昨年 月 年間発 枠 万 万 。
さらに、空港容量を30万回まで拡大することについて地元の合意が得られた（昨年10月
13日）ため、今後は段階的に容量拡大を図り、最短で、平成26年度中に30万回へとの拡
大を目指す。

駐機場増設

今後の施設今後の施設整備概要整備概要

西側誘導路新設 LCC対応

3030万回に向けた取組み万回に向けた取組み

１．管制方式の高度化
平成23年10月に同時平行離着陸方式を導入予定

横
風

ビジネスジェット対応

成 年 月 時 行離着陸方 を導 予定

２．施設の拡充整備等
ⅰ）誘導路の改善
ⅱ）駐機場増設
ⅲ）需要を踏まえＬＣＣ（格安航空会社）・

空港南部貨物地区

第2旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

横
風

用
滑

走
路

3200ｍ

ターミナルビルの増設

ⅲ）需要を踏まえＬＣＣ（格安航空会社）・
ビジネスジェットに対応

ⅳ）ターミナル増設（27万回以上の場合）

３．その他（アクセス改善など）

≪空港容量の段階的拡大≫
現 状 ：22万回
平成23年度中：25万回
平成24年度中：27万回

貨物取扱施設区域 航空機整備施設区域

A滑走路4000

第1旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

貨物ターミナルの増設

将将 来来
地元との合意を踏まえ、最短で、平成平成2323年度中に年度中に2525万回万回、平成平成2424年度中に年度中に2727万回万回、平成平成2626年度中に年度中に3030万回万回へと空港
容量の拡大を目指す。

平成24年度中：27万回
平成26年度中：30万回

A滑走路4000m

拡大された容量を最大限活用して、更なるネットワークの拡大、国内フィーダー線の拡充、LCC・ビジネス
ジェットなどの多彩な航空サービスの拡大を実現し、アジアのハブ空港としての地位を確立 41



航空交通管制の課題と対応
航空交通の改善状況

航空交通の安全確保を最優先としつつ、交通量の増大や利用者ニーズの多様化に適切に対応

航空交通管制の課題と対応

【関東空域の再編】 H22年～

【広域航法（RNAV）の導入展開】 H19年～
空域再編後イメージ図

現状

航空交通の安全確保を最優先としつつ、交通量の増大や利用者ニ ズの多様化に適切に対応
するため、関東周辺空域の見直し等の空域再編、新システムの導入等により、管制処理能力
の向上及び利便性の向上を図っているところ。

航空交通量増大の対応

管制取扱機数の増大
【関東空域の再編】 H22年～

 

地上施設を結ぶ従来の経路 

（折れ線構造） 

 西行き一方通行化 

RNAVによる便益

 

地上施設を結ぶ従来の経路 

（折れ線構造） 

 西行き一方通行化 

RNAVによる便益

空域再編後イメ ジ図

＊羽田再拡張事業等に伴う
首都圏の航空交通量増大に
対応するため、羽田・成田空
域及びその周辺空域を再編

＊より経済的でかつ環境に
も配慮したRNAV経路を、空

港及び航空路に全国的に導
入

取り扱い機数は平成６年から

平成１８年の間に約５０％の増大

（千機）（人） 百里空域
横田空域

統合ターミナル

到着機用中間空域

到着機用中間空域

羽田席 成田席

到着機用中間空域

出発機用中間空域

出到着機用中間空域

東行き一方通行化 

（直線化） 

東行き一方通行化 

（直線化） 

入
334万機(H6)

4,412人(H6)

管制官等定員
4,436人(H21.4.1現在)

管制取扱延べ機数
494万機(H21)

到着機用中間空域 出到着機用中間空域

出発・到着機
の交錯 

通過時刻指定 

【統合管制情報処理システム導入】H22年～

＊高度な管制支援機能と拡張性を備え、
システム統合を進めつつ 管制サ ビスの＊航空交通管理機能の

【航空交通管理（ATM）機能の高度化】H20年～

対
応
不
可

対
応
不
可

空港の混雑

※取扱機数は暦年、管制官等定員は年度

滑走路横断 
スポットの 

割当 交通状況、滑走路変更等に対応したス
ポットアウト時刻の最適化による滑走路端
（誘導路）における出発順番待ちの解消 

ATMシステムの高度化等により、
高精度な時間管理（特定地点
の通過時刻指定等）を実現 

システム統合を進めつつ、管制サービスの
継続性を強化

＊航空交通管理機能の
高度化により、空域容量
を最大活用するととも
に、円滑かつ効率的な航
空交通を形成

可
欠
可
欠

↑出発の順番を待つ航空機

＊新たな洋上航空路監視レーダー等の整備、運輸多目
的衛星による洋上空域における管制間隔の更なる短縮
等により、国際航空路の処理能力拡大を図る

【国際航空路の処理能力拡大】 H20年～
ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳ

ＨＦ通信（音声）

【衛星導入前】 【衛星導入後】

上空の混雑

【衛星航法サービスの提供】 H19年～
GPSGPS

全空港にＶＯＲ／
GPSGPS

全空港にＶＯＲ／

利便性の向上

輸 等

安全性の向上

【滑走路安全対策】 H21年～
THL（離陸待機灯）／誤出発の防止

MTSAT

地上施設に依存しない自由な
経路設定による経路短縮効果

全空港にＶＯＲ／
ＤＭＥ同等以上の
就航率向上効果

従来型経路

ＭＳＡＳ経路ＲＮＡＶ（ＧＮＳＳ）経路

MTSAT

地上施設に依存しない自由な
経路設定による経路短縮効果

全空港にＶＯＲ／
ＤＭＥ同等以上の
就航率向上効果

従来型経路

ＭＳＡＳ経路ＲＮＡＶ（ＧＮＳＳ）経路

＊運輸多目的衛星等を
利用した航法サービス
の提供により空港就航
率の向上等を図る

REL（滑走路入口灯）／
滑走路誤進入の防止

＊航空機の滑走路への誤進入
を防止するため、管制官及びパ
イロットへの視覚的支援システ
ムを段階的に導入 42



首都圏空域の容量拡大
航空交通の改善状況

今後の首都圏空港の容量拡大に対応するため、平成22年10月の羽田空港Ｄ滑走路供用開始

首都圏空域の容量拡大

【再拡張後（南風運用】

今後の首都圏空港の容量拡大に対応するため、平成22年10月の羽田空港Ｄ滑走路供用開始
に併せた羽田・成田の管制運用の見直しとともに、関東周辺空域の大幅な見直しを行い、航
空機運航の一層の安全性向上を図りつつ、管制業務の更なる効率化を実施。

羽田空港再拡張に伴い増大・複雑化する航空交通に対応するための管制運用

到着 ３１機／時到着 ３１機／時

LOC course

【再拡張前（南風運用】
A滑走路出発機の後方
ジェット噴流がB滑走路

到着機に影響

Ａ・Ｃ出発機との安全間隔が
確保されるよう誘導

到着 ２８機／時

滑走路横断

【再拡張後（南風運用】

C

B

B

ＬＤＡ（ローカライザー型方向援助
施設）同時進入方式
ＬＤＡ（ローカライザー型方向援助
施設）同時進入方式

南風運用南風運用南風運用南風運用 騒音を軽減しつつ、航空交通量の増大

LOC course

2ＮＭ

D滑走路着陸機の着陸
を確認後に離陸許可

１２機／時到着

D滑走路着陸機の着陸を確
認後に離陸許可

国際線
ターミナルA A

C

出発 ３２機／時

南風運用南風運用

出発 ３２機／時

南風運用南風運用 騒 減 、 増
に対応するための進入方式。このような
形での同時進入は世界初。

成田国際空港における同時平行離陸方式の導入

出発 ２２機／時 出発 １８機／時

D

首都圏空域の再編

●羽田・成田エリアを統合し、一元的に
レーダー管制を実施

●東京管制部の管轄空域に羽田・成田
の出発機・到着機を専門に取り扱うセク

同時離陸の国際基準（羽田等で適用）

760メートル(2,500フィート)以上 15°以上

の出発機・到着機を専門に取り扱うセク
ターを設置

同時平行離陸方式

接近しないように
監視が必

・成田空港では、騒音影響区域が広がるため適用不可。

今後、羽田の24時間国際拠点空港化
や成田の30万回化に対応するため、飛
行経路や空域のあり方を検討

・現行の２本の滑走路を前提としつつ騒音影響区域広げずに能力を拡大するため、
「同時平行離陸方式」を、地元合意を前提として平成２３年度中にも 導入予定

・世界的にも例が少なく、我が国では初めての方式

760メートル(2,500フィート)以上
監視が必要
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将来の航空交通システムに関する長期ビジョン（CARATS） 概要
航空交通の改善状況

航空交通量の増大や運航者、利用者のニーズの多様化に対応し、我が国の経済成長に寄与するととも航空交通量の増大や運航者、利用者の ズの多様化に対応し、我が国の経済成長に寄与するととも
に、世界共通の課題にも対応するため、将来の航空交通システムに関する長期ビジョン（CARATS)を
策定し、その実現に向けた取組みを行っている。

変革の方向性

現行（空域ベース運用）・ICAOが2025年を目指した航空交通管理に関する指針を策定

背景

・分割された空域、予め定められた 経路を基
本とした運用

現位置を把握し 将来位置を「予測

空域C

空域B

空域A

・欧米で上記指針に基づいた長期計画を策定

（米：NextGen、欧：SESAR）
・アジア・太平洋地域における急速な需要増

NextGen
（米国）

SESAR
（欧州）

技術
革新

※航空機の軌跡図

・現位置を把握し、将来位置を「予測」
B空港

A空港

将来（軌道ベース運用）（米国）
※航空機の軌跡図 将来（軌道ベ ス運用）

アジア太平洋地域におけるシームレススカイを実現するため、我
が国においても、将来の航空交通システムに関する長期ビジョン
を検討することが必要

目標設定（数値目標を明確化）

①安全性の向上

（安全性を５倍に向上）

②航空交通量増大への対応

（混雑空域における管制 処理容量を 倍に向上）

・全体を１つの空域として捉え、出発から到着ま
での軌道を最適化

統合された管制情報処理システム

（正確な時間管理等により、整然と飛行す
るとともに、位置、時間の予見精度を向上
し、航空機間隔を短縮）

航空機関連メーカー

地域社会

国 際
（ICAO、欧米、アジア）

運航者

（混雑空域における管制の処理容量を２倍に向上）

③利便性の向上

（サービスレベル（定時性、就航率、速達性）を１０％向上）

④運航の効率性向上

（１フライト当たりの燃料消費量を１０％削減）

将来の航空交通システムの構築に当たっては、
様々な関係者の協調が必要

・現位置と将来位置（空間、時間）を「正確に把握」
での軌道を最適化

産

大学研究機関 関係省庁

地域社会

自衛隊・米軍
（空域の共通利用者）

航空局
（管制機関）

⑤航空保安業務の効率性向上

（航空保安業務の効率性を５０％向上）

⑥環境への配慮

（１フライト当たりのＣＯ２排出量を１０％削減）

⑦航空交通分野における我が国の国際プレゼンスの向上

ＣＡＲＡＴＳ（キャラッツ）：
Collaborative Actions for Renovation of Air Traffic 
Systems：
航空交通システムの変革に向けた協調的行動

産
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新規航空会社の参入
航空交通の改善状況

規制緩和後 新規航空会社が相次いで参入

新規参入路線数（羽田発着）
（平成２３年３月現在。） 旭川

女満別＋＋ ｽｶｲﾏｰｸｴｱﾗｲﾝｽﾞｽｶｲﾏｰｸｴｱﾗｲﾝｽﾞ

＋ｴｱｧｼｪﾝﾍﾟｸｽ
＋ｵﾚﾝｼﾞｶｰｺﾞ

－日本航空ｼﾞｬﾊﾟﾝ－日本航空ｼﾞｬﾊﾟﾝ －ｷﾞｬﾗｸｼｰｴｱﾗｲﾝｽﾞ－ｷﾞｬﾗｸｼｰｴｱﾗｲﾝｽﾞ

－エアー北海道

国内定期事業者数の推移

－旭伸航空

規制緩和後、新規航空会社が相次いで参入。

ｴｱ ﾈｸｽﾄｴｱ ﾈｸｽﾄ

28

札幌

函館

女満別

帯広

＋＋ ｽｶｲﾏ ｸｴｱﾗｲﾝｽｽｶｲﾏ ｸｴｱﾗｲﾝｽ
＋＋ 北海道国際航空北海道国際航空

＋フェアリンク

＋天草航空

＋ｽｶｲﾈｯﾄｱｼﾞｱ航空＋ｽｶｲﾈｯﾄｱｼﾞｱ航空

＋壱岐国際航空 ＋ｴｱｰﾈｸｽﾄ＋ｴｱｰﾈｸｽﾄ

＋ｽﾀｰﾌﾗｲﾔｰ＋ｽﾀｰﾌﾗｲﾔｰ

＋ｷﾞｬﾗｸｼｰｴｱﾗｲﾝｽﾞ＋ｷﾞｬﾗｸｼｰｴｱﾗｲﾝｽﾞ
＋＋ANA&JPANA&JPｴｸｽﾌﾟﾚｽｴｸｽﾌﾟﾚｽ

－ｵﾚﾝｼﾞｶｰｺﾞ－ｵﾚﾝｼﾞｶｰｺﾞ

エア 北海道

－ｴｱﾄﾗﾝｾ

旭伸航空
－ｴｱｰﾈｸｽﾄ－ｴｱｰﾈｸｽﾄ

－ｴｱｰﾆｯﾎﾟﾝﾈｯﾄﾜｰｸ
－ｴｱｰｾﾝﾄﾗﾙ

＋＋ANAANAｳｲﾝｸﾞｽｳｲﾝｸﾞｽ

8
12
16
20
24

福岡

北九州

関西長崎

神戸
中部

大分

26社 26社
25社

16社 18社 19社 20社 22社 23社
25社 25社 23社 23社 21社

0
4
8

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 （年度）

熊本

宮崎

エアドゥ
那覇

関西

鹿児島

長崎 大分

注5：スカイマークエアラインズ→スカイマークに社名変更（平成18年10月）
注6 日本航空ジャパンは 日本航空インタ ナショナルと合併（平成18年10月）

注1：フェアリンク→アイベックスエアラインズに社名変更（平成16年10月）
注2 壱岐国際航空は 平成14年1月より休止

21 22

主な新規航空会社の概要

アドゥ
スカイマーク
スカイネットアジア
スターフライヤー

那覇注6：日本航空ジャパンは、日本航空インターナショナルと合併（平成18年10月）
注7：エアーニッポンネットワークはエアーネクスト、エアーセントラルと合併すると

同時に、ANAウイングスに社名変更（平成22年10月）
注8：太枠は主な新規航空会社（客席数が百又は最大離陸重量が５万キログラム

を超える航空機を使用）

注2：壱岐国際航空は、平成14年1月より休止
注3：オレンジカーゴは、平成16年3月より休止、平成16年4月廃止
注4：エアァシェンペクス→エアトランセに社名変更（平成16年10月）。

平成19年4月より休止、同年11月廃止。

事業参入：平成10年7月
保有機材：B737（8機）
主な路線：羽田＝福岡（10便）

羽田 新千歳（9便）

スカイマークスカイマーク

事業参入：平成10年10月
保有機材：B767（3機）

B737（7機）
主な路線 羽田 新千歳（11便）

北海道国際航空北海道国際航空

事業参入：平成14年5月
保有機材：B737（7機）
主な路線：羽田＝宮崎（7便）

羽田 熊本（4便）

スカイネットアジア航空スカイネットアジア航空

事業参入：平成18年1月
保有機材：A320（4機）
路線：羽田＝北九州（11便）

羽田 関西（4便）

スターフライヤースターフライヤー

６社

羽田＝新千歳（9便）
羽田＝神戸（5便）
羽田＝那覇

（3便+木～金）
神戸＝長崎（4便） （注）平成23年3月現在

主な路線：羽田＝新千歳（11便）
羽田＝旭川（3便）
羽田＝函館（2便）
羽田＝帯広（3便）
札幌＝仙台（4便）

羽田＝熊本（4便）
羽田＝長崎（4便）
羽田＝鹿児島（3便）

羽田＝関西（4便）
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新規参入の需要喚起効果
航空交通の改善状況

新規参入路線では 旅客数が大幅に増加しており また 他の路線に比べても高い伸び

新規参入路線と全路線の旅客数の増加率の比較

~全路線全体の旅客数の増加率を遥かに上回る伸びを示す~

新規参入路線の旅客数の推移

~新規参入路線では 新規参入後9年間で旅客数が100万人以上増加~

新規参入路線では、旅客数が大幅に増加しており、また、他の路線に比べても高い伸び。

1.3
全路線全体の旅客数の増加率を遥かに上回る伸びを示す新規参入路線では、新規参入後9年間で旅客数が100万人以上増加

平成9年度の旅客数を1とした場合の旅客数の推移

福岡

羽田＝福岡線

799
827 842 826 810 809 808 814

900

（万人）

９年間で９年間で115115万人増加！万人増加！

1.2

福岡

鹿児島
札幌

675
699

759
799

600

700

800

SKY参入

1.1

全路線計

500

９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９
（年度）

羽田＝札幌線

1
宮崎

SKY福岡線に参入

SKY鹿児島線に参入
（Ｈ１８．４ 撤退）

羽田 札幌線

866
899

937 961
925 911 912

980 972

900

1,000

1,100

（万人）
９年間で９年間で143143万人増加！万人増加！

ＳＮＡ鹿児島線参入

0.9
９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

（年度）

SKY福岡線に参入
ADO札幌線に参入

SNA宮崎線に参入
813 829

866

500

600

700

800

900

ADO参入

SKY札幌線に参入

ＳＫＹ参入

（出典） 航空局資料

（年度）
（備考）平成１４年度→平成１６年度に旅客数が減少しているが、

同じ時期には全国的に需要が減少しており、全国的な需要
動向と同様の動きとみられる。

500

９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９
（年度）
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運賃及びサービスの多様化
航空交通の改善状況

様々な割引運賃が設定されるとともに サービスの多様化も進展

普通運賃

H13年度～H12年度～H7年度～～H6年度 H２２年度現在

運賃種別の推移

様々な割引運賃が設定されるとともに、サ ビスの多様化も進展。

普通運賃
普通運賃

回数券運賃

普通運賃

往復割引

回数券運賃

事前購入割引

普通運賃

往復割引

回数券運賃

事前購入割引

特定便割引

バーゲン型運賃

インタ ネ ト割引（ H16 11）

普通運賃

往復割引

回数券運賃

事前購入割引

特定便割引

バーゲン型運賃
往復割引

回数券運賃

回数券運賃

事前購入割引(H7.5～)
特定便割引(H8.9～)

事前購入割引

特定便割引

バーゲン型運賃(H12.4～)
インターネット割引(H12.5～)
シャトル往復運賃(H12.9～)

インターネット割引（～H16.11）

シャトル往復運賃

チケットレス割引(H13.6～H19.9)
バースデー割引(H13.7～H19.3)
結婚記念日割引(H14.2～H17.3)
１日乗り放題(H14.12～H15.3)

シャトル往復運賃

マイル割引（H16.4～）

特別席専用運賃（H16.12～）

自社カード割引(H20.4～）

乗継割引（H20.4～）

残席連動型運賃（H20.10～）

多様なサービスの展開

大手航空会社 新規航空会社

突然割引・タイム割引(H15.4～)
残席連動型運賃（ ）

『上位クラス』の設定

従来の『スーパーシート』と比べて、より高級感を持った座
席・機内食・ラウンジ等を利用者へ提供することにより、運賃
だけでなく、サービスの対価による顧客の取り込みを図って
いる。

例 ＪＡＬ：『ファ ストクラス』 ＡＮＡ：『プレミアムクラス』

『地域密着型』のビジネスモデルを追求

（ＡＤＯ）

「北海道の翼」として北海道からのネットワークを拡充し、北海
道の地域振興に貢献。
（ＳＮＡ）

「九州の翼」として九州からのネットワークを拡充し、九州の地例 ＪＡＬ：『ファーストクラス』 ＡＮＡ：『プレミアムクラス』

『チケットレスサービス』の展開

ＷＥＢ上で、「予約・購入・座席指定」を完了させることによ
り、eチケット（搭乗用バーコード印字）、ＩＣカード又はＩＣ付携

帯電話等を使用し、空港でチェックインすることなく、スムー
ズに搭乗できるサービスにより、利便性向上を図っている。

九州の翼」として九州からのネットワ クを拡充し、九州の地
域振興に貢献。
（ＳＦＪ）

北九州を事業のベースとして多便数ｼｬﾄﾙを深夜早朝まで運航
し、機内全座席で、座席間隔の拡大、革張りシートの装備等を
充実させ、ビジネス需要に対応。

『全国展開型』のビジネスモデルを追求

・ＪＡＬ ： 『ファーストクラス』

例 ＪＡＬ：タッチ＆ゴーサービス、ＡＮＡ： 『ＳｋｉPサービス』
『全国展開型』のビジネスモデルを追求

（ＳＫＹ）

運航便を羽田から札幌・福岡・神戸・沖縄と全国にネットワーク
を展開し、効率的な事業運営を追求・ANA：『SkiPサービス』におけるチェックイン手段
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我が国へのＬＣＣ （格安航空会社）の就航状況我が国へのLCC（格安航空会社）の就航状況
航空交通の改善状況

ＬＣＣは東アジア等でも急成長しており 我が国への就航も増加してきている

国・地域 航空会社 乗入年月日 日本就航路線 備考

（8社、予定3社） （2011年9月現在）定期便

ＬＣＣは東アジア等でも急成長しており、我が国への就航も増加してきている。

日本

ピーチ・アビエーション 12年5月（予定） 関西＝仁川（予定）
全日空33.44%出資
12年3月関西＝新千歳、関西＝福岡就航予定

エアアジア・ジャパン 12年8月（予定） 未定
全日空67(51)%、ｴｱｱｼﾞｱ33(49)%出資

※（）は無議決権株式含む

本航空 ( ) ジ ト タ
ジェットスター・ジャパン 12年度中（予定） 未定

日本航空33.3(41.7)%、ジェットスター
33.3(41.7)%、三菱商事33.4(16.6)%出資
※（）は無議決権株式含む

チェジュ航空 09年3月20日
関西＝仁川 （デイリー） 関西＝金浦 （デイリー）
関西＝済州 （週３便） 北九州＝仁川 （週３便）
中部＝金浦 （デイリー）

韓国

中部 金浦 （デイリ ）

エアプサン 10年3月29日
福岡＝釜山 （デイリー） 関西＝釜山 （デイリー）
成田＝釜山（デイリー）

アシアナ航空46%出資

ジンエアー 11年7月15日 新千歳＝仁川 （週２便） 大韓航空100%出資

イースター航空 11年5月5日
新千歳＝仁川 （週２便）

イースター航空 11年5月5日
成田＝仁川（デイリー）

シンガポール ジェットスター･アジア航空 10年7月5日 関西＝台北＝シンガポール（デイリー） カンタスグループ49%出資

マレーシア エアアジアX 10年12月9日
羽田＝クアラルンプール （週３便）
関西＝クアラルンプール （予定）

フ リピン セブ パシフ ク航空 08年11月20日 関西 マ ラ （週３便）フィリピン セブ・パシフィック航空 08年11月20日 関西＝マニラ （週３便）

オーストラリア ジェットスター航空 07年3月25日

成田＝ゴールドコースト（デイリー）
成田＝ケアンズ （デイリー）
関西＝ゴールドコースト（デイリー）
ｹｱﾝｽﾞ - 関西 - ｹｱﾝｽﾞ - ｼﾄﾞﾆｰ（週２便）
ｼﾄﾞﾆｰ - ｹｱﾝｽﾞ - 関西 - ｹｱﾝｽﾞ（週２便）

カンタスグループ100%出資

関 （週 便）

国・地域 航空会社 乗入年月日 日本就航路線 備考

中国 春秋航空 10年7月28日 茨城＝上海（週３便） 高松＝上海(週２便)

（１社）プログラムチャーター便
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我が国へのＬＣＣ （格安航空会社）の就航状況空港経営改革の推進：関西空港と伊丹空港の経営統合
航空交通の改善状況

現状においては、大阪国際空港（伊丹空港）は国が直接管理し、関西国際空港（関西空港）は関空会社（国が２／３、地元自治体・民間
が がが１／３出資）が管理している。
平成２３年５月に関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律が成立した。
平成２４年４月に両空港を運営する新関西国際空港株式会社（国が１００％出資）を設立し、同年７月に経営統合する。

※ 伊丹の空港ビルについては、同法に基づき、ビル事業者と新関西国際空港株式会社との間で、両者の連携について定める協定を締結する
こととしている。こととしている。
経営統合後、両空港の長期の事業運営権の投資家等への売却（いわゆるコンセッション）を実施することにより、関空債務の一層円滑な
返済が可能となる。

〔伊丹空港〕 〔関西空港〕 〔伊丹空港〕 〔関西空港〕
○現状 ○経営統合

〔伊丹空港〕 〔関西空港〕

民
間

関空
会社

ビ
ビ

民
間

両空港運
営会社

〔伊丹空港〕 港

国ビ

ル

ビ

ル滑走路等

ビ

ル滑走路等

ビ

ル滑走路等

ル
滑走路等

土 地 貸付け 地代
子
会
社

土 地

土 地

土 地
長期（３０～５０年）の
事業運営権（コンセッ
ション）の設定
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空港経営改革の推進：国管理空港の経営改革
航空交通の改善状況

国が管理する空港（２７空港、伊丹を除く）の運営のあり方について、有識者により構成された｢空港運営のあり方に関する検討会｣の報
告書が 成 年 に りまとめられたと あり 今後は 同報告書 内容を踏まえ セ （ 間 運営委託）告書が、平成２３年７月に取りまとめられたところであり、今後は、同報告書の内容を踏まえて、コンセッション（民間への運営委託）
を主たる手法として想定し、具体的な制度設計を行い、空港経営改革を推進していくこととしている。

国管理空港の経営構造 課題

現状

国管理空港の経営構造

①航空系事業（滑走路等：国）と非航空系事業
（空港ターミナルビル等：民間）の主体が分離

課題

・ 非航空系事業の収益を原資とした着陸料等の
低廉化により、航空ネットワークの拡大や利用
者増を図るといった世界標準の空港経営がで（空港タ ミナルビル等：民間）の主体が分離

②空港整備勘定による国管理２７空港の全国
プール制

者増を図るといった世界標準の空港経営がで
きていない

・ 地域と向き合った自立的な空港活性化に向け
た取り組みが行われていない

空港経営改革

・

た取り組みが行われていない

・ 空港単位での経営効率化インセンティブがない

空港経営改革

改革後の経営構造 空港経営改革の効果

・ 空港の特性を活かし 地域の関係者と連携した

目指す姿

①航空系事業と非航空系事業を一体的に運営

②可能な限り個別空港単位での運営

・ 空港の特性を活かし、地域の関係者と連携した
戦略的な誘致活動の展開

・ 着陸料等の空港利用料金の低廉化、需要動向
にあわせた柔軟で機動的な設定

50③空港運営の民間委託等により民間の知恵と
資金を導入

にあわせた柔軟で機動的な設定

・ 空港経営の徹底的な効率化、空港施設そのも
のの集客力、収益力の強化


